
都道府県労働局長殿

基発 0606第 l号

平成 25年 6月6日

厚生労働省労働基準局長

(公印省略)

車両系建設機械(解体用)運転技能特例講習の基準について

労働安全衛生規則の一部を改正する省令(平成 25年厚生労働省令第四号。以

下「改正省令」という。)の趣旨、内容等については、平成 25年4月 12日付け基

発第 0412第 13号「労働安全衛生規則の一部を改正する省令の施行についてj を

もって通達したところであるが、改正省令附則第3条各号の講習(以下「技能特

例講習」という。)については、別紙「車両系建設機械(解体用)運転技能特例講

習の基準」によることとするので、その運用に遺漏なきを期されたい。



思j紙

車両系建設機械(解体用)運転技能特例講習の基準

1 受講できる者

受講者は、次のいずれかに該当する者であること。

(1)平成 25年7月1日前に、改正前の労働安全衛生規則(昭和 47年労働省

令第 32号。以下「安衛則」という。)の規定により行われた車両系建設機

械(解体用)運転技能講習を修了した者

(2 )平成 25年7月1日において、現に鉄骨切断機、コンクリート圧砕機、解

体用つかみ機の運転業務に従事しており、かっ、当該業務に 6月以上従事

した経験を有する者

2 実施期間

平成 27年6月 30日までに実施するものであること。

3 実施団体

実施団体は、労働安全衛生法(昭和 47年法律第 57号。以下「法Jという。)

第 77条第2項の要件(車両系建設機械(解体用)運転技能講習関係)に適合す

る者であること。

ただし、実技講習を実施じない技能特例講習のみを実施しようとする場合は、

法第 77条第2項第1号の機械器具その他の設備及び施設を要しない乙と。

4 講師

講師は、法別表第 20第 18号の表に規定される者であること。

5 種類及び科目

技能特例講習の種類は、次の4種類とすること。それぞれの講習科目の範囲

については、車両系建設機械(解体用)運転技能講習規程(平成2年労働省告

示第 65号)第2条第l項及び第2項の表の範囲の欄を準用すること。

(1)第1種技能特例講習

ア 1 (1)及び1(2)に該当する者を対象とするものであること。

イ 講習内容については、安衛則別表第6の車両系建設機械(解体用)運転

技能講習の項の講習科目の欄第 1号ロに掲げる講習科目は 1時間、同号ハ

に掲げる講習科目は 30分以上、同号ニに掲げる講習科目は 30分以上とす

ること。

( 2 )第2種技能特例講習



ア 1 (1)に該当する者であって、 1(2)に該当しないものを対象とす

るものであること。

イ 講習内容については、安衛則別表第6の車両系建設機械(解体用)運転

技能講習の項の講宵科目の欄第1号口に掲げる講習科目は 1時間、同号ハ

に掲げる講習科目は 30分以上、同号ニに掲げる講習科目は 30分以上、第

2号ロに掲げる講習科目は 1時間以上とすること。

(3 )第3種技能特例講習

ア 1 (2)に該当する者であって、 1 (1)に該当せず、かつ、車両系建

設機械(整地・運搬・積込み用及び掘削用)運転技能講習を修了したもの

を対象とするものであること。

イ 講習内容については、安衛則別表第6の車両系建設機械(解体用)運転

技能講習の項の講習科目の欄第l号ロに掲げる講習科目は2時間以上、同

号ハに掲げる講習科目は 30分以上、同号ニに掲げる講習科目は 30分以上

とすること。

(4)第4種技能特例講習

ア 1 (2)に該当する者であって、 1 (1)に該当せず、かつ、車両系建

設機械(整地・運搬・積込み用及び掘削用)運転技能講習を修了していな

いものを対象とするものであること。

イ 講習内容については、安衛則別表第6の車両系建設機械(解体用)運転

技能講習の項の講習科目の欄第 l号イに掲げる講習科目は 2時間以上、同

号ロに掲げる講習科目は2時間 30分以上、同号ハに掲げる講習科目は1

時間 30分以上、同号ニに掲げる講習科目は 1時間以上とすること。

6 修了証

技能特例講習を修了した者に対しては、上記5の技能特例講習の種類ごとに

修了証を交付するものであること。

なお、修了証の寸法、体裁等は、安衛則様式第 17号に準じたものとして差し

支えないが、受講者が改E省令による改正前の安衛則の規定により行われた車

両系建設機械(解体用)運転技能講習を修了している場合には、その修了証に

裏書きする方法によっても差し支えないこと。

7 講習の指定

(1)講習の指定を受けようとする者は、各技能特例講習ごとに指定申請書(様

式第 1号)により、その者が講習を行おうとする場所を管轄する都道府県

労働局長に申請すること。

なお、複数回の講習をまとめて申請しでも差し支えないこと。

(2 )講習を行った者は、その結果について各技能特例講習結果報告(様式第2

号)を、遅滞なく、講習を行った場所を管轄する都道府県労働局長に提出



すること。

(3 )指定に当たっての留意事項

① 講習の人員は 1回につき 100人程度とすること。

② 講習料の額は不当に高額でないこと。

③ 受講資格の確認を確実に行うよう指導すること。

(4)帳簿の作成、保存及び引渡し

講習を実施した者は、労働安全衛生法及びこれに基づく命令に係る登録及

び指定に関する省令(昭和 47年労働省令第 44号)第 24条の規定に準じて

帳簿を備え、かつ、保存するとともに、技能特例講習の修了証の再交付及び

書替えの事務を廃止する場合は、同規則第 25条の規定に準じて、当該帳簿

を同規則第 25条の 3の5の指定保存交付機関に引き渡すこと。
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様式第1号

車両系建設機械(解体用)運転技能特例講習指定申請書

講 習実施者の名称

講習実施者の所在地及び電話番号

講 習 の 種 類

言薄 習 予 定 期 日

1葺 習 予 定 場 所

受 l葺 予 定 者 数

講師の氏名、経歴及び担当科目

講習の科目及び時間数

言誇 習 料 有( 円) 無

平成年月日

申請者 I=P 

都道府県労働局長殿

備考

1 1講習の種類」の欄には、 5の(1)から (4) までの技能特例講習の種

類を記入すること。複数の種類を実施するときは、 11・2・むなどと記

入すること。

2 この申請書に記載しきれない事項については、別紙に記載し、添付するこ

と。

3 この申請書には、講師の資格、講習の基準(講習の科目及び時間数)及び

講習料に関する定め、講習修了証の様式、講習に使用するテキスト並びに講

習に用いる機械器具その他の設備及び施設の種類、数、性能を記載した書面

を添付すること。



様式第2号

車問系建設機械(解体用)運転技能特例講習結果報告書

講習実施者の名 称

講習実施者の所在地及び電話番号

議 習 の 種 類

言誇 習 実 施 期 日

言誇 習 実 施 場 所

受 1誇 者 数

i誇 習 {彦 了 者 数

平成年月日

講習実施者 印

都道府県労働局長殿

備考

1 1講習の種類」の械には、 5の(1)から (4) までの技能特例講習の種

類を記入すること。複数の種類を実施したときは、 11・2・3Jなどと記

入すること。

2 この申請書に記載しきれない事項については、別紙に記載し、添付するこ

と。

3 報告書には、講習修了者名簿(講習修了者の氏名、生年月日、 l本籍地(都

道府県名)、住所及び科目別試験成績を記載したもの)を添付すること。


